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医師・看護師の確保を！ 介護環境の整備を！ 減らない待機児童数！ 激増する児童虐待！
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　図表○は都道府県別の人口１０万人当たりの医師数を示したものです。すでに広く知
られていることですが、千葉県の人口当たり医師数は４７都道府県中でもかなり少なく
、ワースト３位となっています。
　その原因のひとつとして、医療のニーズは高齢になればなるほど高まるものである一
方、千葉県は県民の平均年齢が全国で６番目に若いことから、他県と比較して医療に対
する需要が高くないということが指摘されています。
　しかし、前記のとおり急速に進展する千葉県における高齢化を考慮すれば、適切な医
師の確保策を講じなくてはなりません。
　千葉県は、医学生に対する修学資金制度、医師に対する研修資金制度及び女性医師の
再就業の促進策などを実施するとしていますが、これらは他の自治体でも実施されてお
り、より踏み込んだ医師確保策が不可欠です。

都道府県別医師数（人口10万人当たり）図表　 （単位：人）

厚生労働省「平成２２年　医師・歯科医師・薬剤師調査」から作成　※医療施設従事医師数

図表３　都道府県別看護師数（人口10万人当たり）

厚生労働省「平成22年度 衛生行政報告例」から作成　※就業看護師数
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　図表○は都道府県別の人口１０万人当たりの看護師数を示したものです。これもすで
に広く知られていることですが、千葉県の人口当たり看護師数は４７都道府県中で、ワ
ースト２位となっています。
　その原因も上記の医師と同様であり、適切な看護師確保策が望まれるのも医師と同様
です。今後はより効果的な看護師の離職防止策及び再就業促進策などを講じる必要があ
ります。

　また、管理栄養士、理学療法士、作業療法士及び臨床検査技師などのコメディカルと
いわれる医療従事者の人口当たり人数も、千葉県はほぼすべて全国平均を下回っていま
す。これらコメディカルの方々の確保策も講じなくてはなりません。

　少子高齢化の進展する中、医療資源の確保に実効性のある政策を展開し、医療提供体
制の底上げを図るととともに、県内における医療提供体制の地域的な偏在をなくすよう
求めていく必要があります。
　その一方、国に対しては、短期的には医師不足をはじめとした医療資源の不足を充足
するような対応を求めるとともに、長期的には人口減少社会を見据えたバランスのとれ
た医療提供体制を求めていかなくてはなりません。
　また、千葉県は県民の皆様に対して、疾病の予防や積極的な健康づくりへの支援を実
施するとともに、貴重な医療資源を有効に活用できるような分かりやすい情報提供が求
められます。
　私たちは、必要な時に適切な医療が受けられるような、安心して暮らすことができる
千葉県をつくっていかなくてはなりません。

図表　　都道府県別 ６５歳以上人口１０万人あたり特別養護老人ホーム定員

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

北
海
道
青
森
岩
手
宮
城
秋
田
山
形
福
島
茨
城
栃
木
群
馬
埼
玉
千
葉
東
京
神
奈
川
新
潟
富
山
石
川
福
井
山
梨
長
野
岐
阜
静
岡
愛
知
三
重
滋
賀
京
都
大
阪
兵
庫
奈
良
和
歌
山
鳥
取
島
根
岡
山
広
島
山
口
徳
島
香
川
愛
媛
高
知
福
岡
佐
賀
長
崎
熊
本
大
分
宮
崎
鹿
児
島
沖
縄

全国平均１４２９．６

厚生労働省「平成21年 介護サービス施設・事業所調査」及び総務省統計局「人口推計年報」から作成

（単位：人）

　図表○は都道府県別の６５歳以上人口１０万人当たりの特別養護老人ホーム定員数を
示したものです。すでに広く知られていることですが、千葉県の６５歳以上人口当たり
特別養護老人ホーム定員数は４７都道府県中でも最も少なく、ワースト１位となってい
ます。
　具体的に見てみると、６５歳以上人口１０万人当たりの特別養護老人ホーム定員数が
最も多い島根県では２０８４人であるところ、千葉県ではそのおよそ半分の１０６３人
となっています。そして、全国平均では１４３０人となっています。

図表７ 介護保険第１号被保険者１人あたり保険給付費

厚生労働者「平成21年度 介護保険事業状況報告」から作成
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　図表○は介護保険第１号被保険者（６５歳以上の被保険者）１人あたりの保険給付費
を、都道府県別、施設サービス給付費別及び居宅・地域密着サービス給付費別にみたも
のです。
　千葉県は、施設サービス給付費は最も少なく、居宅・地域密着サービス給付費は３番
目に少ないことがわかります。全国的に見ても、埼玉県とともに介護保険第１号被保険
者１人あたりの保険給付費が少ないことがわかります。
　具体的に見てみると、全国平均では、施設サービス給付費及び居宅・地域密着サービ
ス給付費がそれぞれ、９１．２円、１３３．５円であるところ、千葉県ではそれぞれ６
７．３円、１１２．８円となっています。

　千葉県は特別養護老人ホーム等の定員数が少なく、今後、当該施設の充実・整備をし
ていく必要があります。しかし、施設整備にはコスト面からの限界があることから、在
宅での介護の充実も同時に図る必要があります。
　少子高齢化の進展する中、介護サービスの確保に実効性のある政策を展開し、介護サ
ービス供給体制の底上げを図るととともに、県内における介護サービス供給体制の著し
い地域的偏在をなくすよう求めていきます。
　同様に、認知症高齢者の増加、介護人材の確保・養成など介護分野における課題は山
積しており、これらについても今後の適切な対応を求めていかなくてはなりません。
　私たちは、安心して老後を過ごすことができるような千葉県をつくっていかなくては
なりません。

（単位：人）図表　　　都道府県別の待機児童数
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厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」から作成　平成２３年４月１日現在
東日本大震災のため岩手県、宮城県、福島県の８市町を除いて集計

　図表○は平成２３年の都道府県別の待機児童数をみたものです。千葉県の待機児童数は
１４３２人で、東京都、神奈川県、沖縄県及び大阪府に次いで、全国でワースト５位とな
っています。
　その一方、青森県、秋田県、群馬県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野
県、岐阜県、和歌山県、鳥取県、香川県、佐賀県及び宮崎県の１５県は、待機児童が存在
しないか、存在したとしても１０人以下となっています。
　これらのことから待機児童は都道府県によって大きく偏在していることが分かります。

（単位：年、人）
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図表　　千葉県の待機児童数の推移

厚生労働省　各年「保育所の状況」から作成　各年とも４月１日現在の数値

　図表○はここ１０年間
の千葉県の待機児童数の
推移をみたものです。
　平成１４年には約７０
０人いた待機児童が、平
成１７年には約１２５０
人にまで増加し、その後
平成２０年には９５０人
まで減少しましたが、そ
の後再度待機児童数は増
加に転じ、平成２３年に
は１４３２人にまで増加
し、この１０年間では最

も多くなってしまっています。
　この原因としては、社会経済状況等の変化、特に平成２０年秋のいわゆる「リーマンシ
ョック」を契機とする世界的な景気後退の影響によって、共働きをしようとする世帯の増
加が、保育所定員数の増加を大きく上回ったためと考えられます。

図表　　千葉県の保育所定員数の推移
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（単位：年、人）

厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」から作成　各年とも４月１日現在の数値

　図表○はここ１０年間の
千葉県の保育所の定員数の
推移をみたものです。
　これまでみてきたように、
増大する待機児童に対応す
べく各自治体とも保育所の
整備などをすすめた結果、
県内の保育所の定員は平成
１４年には約６万５千人だ
ったものが、平成２３年に
は約７万７千人と１万２千
人分の定員増が図られてい
ます。

　つまり、１０年間で１万２千人、１年当たりにすれば約１２００人規模で定員の増加を
図っていることになります。しかし、図表１でみたとおり、県内では毎年約１０００人強
の待機児童がいます。
　これらのことから、ここ１０年間の県内の潜在的な待機児童数は保育所の増加した定員
分をかなり上回って存在していることが分かります。

　以上みてきたように、経済情勢の悪化及び女性の就業傾向の高まりなどによって、待機
児童が多く存在しています。
　これらの待機児童を減らすためには、認可保育所の新設・増設・改築等による定員増、
認可外保育施設等の拡充及び利用促進、認可保育所の定員の弾力的運用、家庭的保育事業
（「保育ママ」制度など）の拡充及び利用促進、幼稚園の活用（預かり保育等）、事業所
内保育所の拡充等などが考えられます。
　私たちは、待機児童を無くすため限られた財源の中で、これらの分野への思い切った集
中的な予算配分に努める一方で、少子化を踏まえた今後の保育ニーズも考慮しつつ、柔軟
な保育サービスの提供を求めていかなくてはなりません。

待機児童解消に向けて、集中的な予算配分を！

１０年で３倍増！県内の児童虐待対応相談件数保育所の定員増を図る県内自治体　県内では１年当たり１２００人規模で定員を増加

千葉県でも再び増加傾向の待機児童数！　ここ１０年で最多の１４３２人

都道府県によって偏在する待機児童　千葉県はワースト５位！ （単位：件）図表　　　　都道府県別の児童虐待相談対応件数
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厚生労働省「福祉行政報告例」から作成　　　東日本大震災の影響により、宮城県、福島県を除いて集計

　図表○は都道府県別の児童相談所における児童虐待相談の対応件数の推移をみたもの
です。人口が多いこともあり、大阪府及び神奈川県が突出していることが分かります。
次に東京都、埼玉県及び千葉県が続いています。

（単位：件）
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図表　　　未成年人口１万人当たり都道府県別の児童虐待相談対応件数
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厚生労働省「福祉行政報告例」及び総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」から作成
東日本大震災の影響により、宮城県、福島県を除いて集計

平均２４．１

　図表○は都道府県別、未成年人口１万人当たりの児童相談所における児童虐待相談の
対応件数をみたものです。全国平均は、２４．１人となっており、千葉県の２６．８件
は平均をやや上回っています。
　そして、最多の大阪府と最少の鹿児島県を比較すると、１３倍近い開きがあることが
分かります。また、同じ四国地方でも、最多の徳島県と最少の高知県では約３倍の違い
が、同様に九州地方でも、最多の大分県と最少の鹿児島県では約１１倍の違いがあるこ
とが分かります。
　このように児童相談所における児童虐待相談の対応件数は、地域における児童虐待の
実態を正確に反映しているとは言い難い面も有していることがわかります。
　つまり、児童相談所の機能を強化し、地域における児童虐待への対応を充実させれば
させるほど、相談対応件数も増加するということが考えられます。したがって、相談対
応件数が多いことが問題なのは当然としても、相談対応件数が少ないこともまた問題視
することが必要ではないでしょうか。

（単位：件）
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図表　　千葉県の児童虐待相談対応件数の推移

厚生労働省　各年「福祉行政報告例」から作成

　図表○は千葉県内に設置されてい
る児童相談所における児童虐待相談
の対応件数をみたものです。平成２
２年度は約３０００件で、平成１３
年度の約９００件と比較して約３．３
倍に増加していることが分かります。

　児童相談所における児童虐待相談
の対応件数はここのところ大幅に増

加しています。
私たちは、これに対応できるだけの、児童相談所及び自治体の児童虐待担当部署のスタ
ッフの充実を図らなくてはなりません。特に、児童福祉司及び児童心理司をはじめとし
た児童関連有資格者の配置は急務です。
　また、保育所、幼稚園、学校、医療機関、警察、民生・児童委員、社会福祉協議会、
福祉事務所などとの連携を強化し、子どもの安全確保の徹底、必要な場面での一時保護
の実施、妊娠期からの相談支援体制の充実、母親・父親の孤立化の防止、通報・相談体
制などの強化を図る必要があります。
　私たちは、すべての子どもが虐待の不安から免れ、心身ともに健やかに育成されるよ
うな環境をつくっていかなくてはなりません。


